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はじめに
　2001年4月に同性婚法を可決したオラン
ダは、同性愛者の権利保護において世界の先
頭に立った。オランダを皮切りに、ベルギー、
スペイン、カナダとアメリカなど西側諸国では、
同性婚法が次第に法制化されるようになった。
2022年10月までに、全世界では同性婚法が
計33ヶ国において実施されている。同性愛者
にとって、同性婚制度が本格に導入されたこと
は、権利保護の具体的な形を提示したという点
で意義深い。
　その一方で、中国（中華人民共和国）では同

1 捜狐新聞「同性婚姻維権第一案宣判」、http://news.sohu.com/20160413/n444065846.shtml（最終アクセス日：2022
年11月12日）。

性婚法が実現していない。李・季（2014）は、
中国で同性婚法を可決することができない現
状に鑑み、社会文化の視点からその原因を論
述した。その結果、儒教の影響を挙げた。す
なわち男女の性別分業、世代の継承及び父子
嫡出関係の重視という儒教文化は、同性婚法
の可決に歯止めをかけているというのである。
李・季（2014）によれば、男女の結合により子
供を持つことがなくなれば、家族制度は崩壊す
る見込みであるという（李・季2014:184）。一
方で、こうした中国社会で結婚の権利を争おう
とした同性愛者もいるが、結局は、婚姻の申請
が却下されている。例えば、2015年6月23日、
孫文麟とパートナーとの同性婚を求める申請
は、「同性間の結婚は、公序良俗に違反してお
り、法律によって認められない」という理由で湖
南省長沙市芙蓉区民政局に拒否された1。こうし
た事例から考えれば、儒教文化圏では同性婚
法の実施は容易ではない。
　同性婚法が実施されている33ヶ国のうち、
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東アジアにある国／地域は、台湾のみであると
いうことに評者は注意を払っている。なぜ台湾
は中国と異なり、儒教文化の影響を克服し、同
性婚法を可決したのか。これが評者の関心の
所在である。鈴木賢の2022年の著作『台湾
同性婚法の誕生―アジア LGBTQ+ 燈台への
歴程』（以下、本書とする）は、儒教文化圏にお
ける同性婚法の実現について、貴重な示唆を
与える研究である。本書は台湾の同性婚法の
可決までに辿った道を振り返り、婚姻平等をめ
ぐり異なる意見が国民間で飛び交う社会にお
いて、同性婚法をどのように実現したのかにつ
いて検証したものである。欧米諸国の経験の
分析を中心とした既存研究に対して、本書は台
湾の経験から実践的な示唆を得た貴重な研究
である。
　著者の鈴木賢は明治大学の教授で、中国
法、台湾法、人権及び LGBT 研究を専門とす
る研究者である。著者は、台湾留学歴を有し、
1993年に訪問学者として中国大陸へ赴いて学
術交流を行った。現在まで、ほぼ一貫して法学
研究に携わっている。著者は1999年に台湾
に長期滞在して台湾法の研究をはじめた頃か
ら、同時に台湾の同性愛者コミュニティとの交
流もはじめていた。著者の言葉を借りると、本
書は、こうした20年を超える研究と交流の総括
的な報告である。
　本稿ではまず本書の構成と内容に則して、著
者の問題意識と研究目的を確認する。次にそ
れに基づいて、台湾において同性婚法がどのよ
うに実現したのかを本書の展開に則して確認
し、本書の意義を検討する。その上で、本書に
ついての疑問点と中国の同性婚法制化への示
唆を提示する。

1. 本書の構成と内容
　本書の章構成は以下の通りである。
2 本書、12頁。以下、本書からの引用については、本文の該当箇所の後に（　）で頁を示した。

序章
第1章　「同志」の誕生と台湾社会
第2章　「同志」運動の生起
第3章　制度化される「同志」
第4章　同性婚から「婚姻平権」へ
第5章　自治体パートナーシップ制度という
　　　　「破口」
第6章　婚姻平権をめぐる民意
第7章　蔡英文政権誕生と民法改正案
第8章　大法官解釈までの道
第9章　大法官七四八号解釈の論理
第10章　国民投票による決戦
第11章　特別立法による制度化へ
第12章　同性婚法の内容と残された課題
第13章　ポスト同性婚と台湾社会のゆくえ
終章

　序章は、著者の問題意識、研究目的と研究
手法を提示している。台湾の同性婚法の実現
を鑑み、著者はなぜ台湾がアジアで初めて実
現することができたのかという問いを投げかけ
る。本書は台湾に考察の舞台を求め、この地
域で展開した婚姻制度の変動に向けて仕掛け
られた実践の軌跡、そしてそのために取られた
戦略や論理を考察する。著者は、日本人が先
行する台湾の経験から何を学ぶべきかを探る
こと、台湾法と台湾 LGBTQ+ 運動から実践的
示唆を獲得することを本書の目的としている。
　第１章は、台湾社会における同性愛者に対
する認識の変容を論じている。同性愛者に対
する強い抑圧が長い間、台湾社会を隅々まで
支配してきた。家父長制と異性愛主義の影響
が強く浸透した台湾社会では、同性愛者にネガ
ティブなイメージがあったため、同性愛者は公
的な議論の対象とされておらず、社会の中で徹
底に不可視化されていた2。こうした社会におい
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ては、同性愛者は同性愛文学という経路を通じ
ることでようやく、「私」の空間から「公」の領域
である政治的空間への発信を試みることがで
きたと、著者は指摘する（18頁）。
　第2章は、台湾において同性婚法を求める
運動の第一線で活躍していた祁家威の活動を
例に、組織的同性愛運動の始動がどのような成
果をもたらしたのかについて考察する。祁家
威は数十年間にわたって同性愛者の婚姻の権
利を呼び掛けていた。彼は「問題の核心は婚
姻にあるのではなく、平等にこそある」という態
度も示していた（26頁）。また戒厳令が解除さ
れた1980年代後半以降、同性愛関連の読書
サークル、雑誌、公聴会などが発足し、電子掲
示板 BBS、ラジオ番組なども勃興した。この際
に他の人権運動、特に女性運動と結びついて
いたことが台湾同性愛運動の特徴だと、著者は
鋭く指摘する（50頁）。
　第3章では、著者は同性愛者を法規の対象
と捉える原則を論じている。台湾では21世
紀に入るまで法律の条文に同性愛者や性的指
向、同性カップルと言った文言が登場すること
はなかった（55頁）。欧米諸国において同性
愛者が公的な議論の対象であった3こととは異
なり、台湾では婚姻に関わる法律は異性愛者
を所与のものとしており、同性愛者を法規の対
象として想定していなかった。しかし著者は中
国により国際的生存空間をますます狭められて
いる台湾にとって、法律で人権尊重の原則を立
てることは、外部的正統性の獲得に繋がる戦略
の一環となると指摘する。
　第4章は、結婚を異なる性別の一男一女の
結合関係に限ると規定する民法の改正をター
3 台湾と異なり、欧米諸国においては同性愛者及び同性間性行為が長期にわたって明確に法律によって処罰の対象とされ
ていた。しかし、少なくとも形式的にはソドミー法が存続している国もあるが、近代人権思想の発展に伴い、性的指向による
差別取扱いを解消することは、欧米諸国の潮流となっている。出所：本書、55-56頁。
4 主に「婚姻平権草案」、「パートナーシップ制度草案」と「多人家族草案」に分かれる。婚姻平権草案は民法の中の婚姻と
家族に関する性別要件を性的に中立化することを提案するもので、男女を意味する用語をすべて性に中立的な用語に改正
するものである。パートナーシップ制度草案は性別を問わない二者のパートナーシップ契約により関係を成立させる全く新
しい家族類型を創設することを提案する。多人家族草案は一対一に限定せず、三人以上の多人数による共同生活を送る関
係を家族として扱う新たな制度の創設を提案するものである。

ゲットとし、同性婚法案の提起の経緯について
論じている。2006年から2013年まで同性愛
者の権利上法的に承認するための多くの草案 4

が立法院に提案されたが、結局、全て廃案と
なった。それについて著者は、同性愛者団体
内部でも見解が対立しており、コンセンサスは
なかったと指摘する（83頁）。また台湾の裁判
所は2014年に、婚姻の成立について立法者に
広い裁量権を認めていた。すなわち、法律で
婚姻を男女間に限定することは、立法者の裁量
を超えるものではないというのがこの時の裁判
所の判断であった。著者は、こうした「立法裁
量論」が同性婚の障害として立ちはだかってい
たと指摘する。
　第5章は、同性パートナーの存在を可視化す
るための地方レベルの新たな戦略の起動を論
じている。すなわち、国レベルでの同性婚法案
は立法院では、採択に向けて実質的審議を進
めることができずに足踏みが続いていたのに対
し、高雄市では、2014年に戸籍電算システム
に同性パートナーを注記する方式でパートナー
シップ登録が始まった。この注記方式は2017
年7月までに、全国の22ある自治体のうち18
県市にまで広がった。しかしながら、この注記
はあくまでも戸籍事務所内の参考情報に止ま
り、身分証明の法的登録に及ぶものではない。
ただし著者は、同性パートナーがこの注記を利
用することで、同性パートナーの存在を社会的
に可視化させ、法的保障を求めていることを顕
在化させ、同性間の婚姻登記への事実上の助
走を始めた（133頁）、と高く評価する。
　第6章は、婚姻平等をめぐる民意の動きを論
じている。本来、マイノリティに平等に権利を
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保障するかどうかを、多数決により決するのは
不合理である。なぜならば、多数決は原理その
ものが少数派に不利であるため、マイノリティ
の権利保障に用いる手段としては問題がある。
しかしながら、多数派がそれに同意しない限り
権利が認められないのであれば、マイノリティ
は永遠に無権利状態におかれかねない。従っ
てマイノリティ集団の権利の保障には、国民意
識と社会通念を無視できない。台湾中央研究
院が実施したアンケート調査 5で得られたデー
タを踏まえて、著者は婚姻平等に関する国民
意識の推移を考察する。アンケート結果による
と、2012年には婚姻平等を支持する人数が過
半数に達しており、この傾向は2015年調査で
も維持されていた。ただし2016年以降、一転
して再び反対派が賛成派を大きく上回るように
なっていた。著者は何が世論を変えたのかに
ついて、アンチ同性愛団体による同性愛嫌悪の
宣伝キャンペーンが社会で繰り返されたためと
考えている。
　婚姻平等に賛成する人について、女性、都市
部の住民、若者、高学歴、また民進党の支持者
のほうが多数を占める、という人物像を著者は
描く（134頁）。2017年になって、ようやく大法
官は「現行民法の婚姻に関する規定は憲法に
反しており、2年以内に法改正を完成さなけれ
ばならない」と裁定した。しかしながら、約半
数の国民は大法官裁定を受け入れないと表明
した。このように司法と国民世論は鋭く対立し
ていたのであり、いわば立憲主義と民主主義の
ぶつかり合いが起きていたのである（135頁）。
　第7章と第8章は、蔡英文政権の誕生を振り
返るとともに、蔡英文政権下での同性婚法をめ
ぐる討論の実態を考察する。2016年の総統

5 この調査では無作為抽出の訪問調査により、データを集計している。「同性愛者にも結婚する権利があるべきだと思いま
すか」という問いに対して、「大いに支持する」、「支持する」、「支持しない」、「まったく支持しない」、「どちらでもよい」と「分
からない」という選択肢が示されていた。
6 台湾の法体系において大法官解釈は、憲法と同じく扱われる。そのため、すべての法律、法規範などは大法官解釈を覆す
ことが禁止される。

選挙で、同性婚法を支持する民進党の立候補
者である蔡英文が当選すると、婚姻平等のため
の同性婚法の草案が相次いで立法院に提出さ
れた。台湾が婚姻平等を達成することは、台
湾がマイノリティの人権を手厚く保護する国で
あることを世界に向けて発信する絶好のチャン
スであり、それにより中国との差異を際立たせ
ることにも繋がる、と蔡政権は考えていた（166
頁）。
　政府が立法による同性婚法制化の道を模索
すると同時に、司法を通じて同性婚法を求める
当事者の訴えも続いていた。2017年に司法
院大法官は憲法解釈の申請を受理し、婚姻平
等の可否という問題を全国民の前で公開の討
議に付すこととしたのである。公開の口頭弁論
において、男女の結合だけを規律する現行民
法について、法学研究者の見解は合憲と違憲と
に分かれた。合憲論を支持する研究者は、同
性愛者に対して一定の法的保護が必要だとし
ても、それが婚姻である必要はないと述べた。
違憲論を支持する研究者は、立法がたとえ婚姻
以外の制度を設けても、平等権の趣旨に合致
させることはできないと述べた（173-177頁）。
結局、大法官の解釈では、「同性婚がいかなる
公共的利益に害をもたらすかを証明できない
限り、民法が違憲とならざるをえない」という終
局的な判断 6 が下された。
　第9章は、大法官解釈の論理を詳細に説明
する。大法官解釈文は、口頭弁論から二ヶ月後
の2017年5月に公表された。著者は解釈文
のポイントを、①現行民法は違憲である、②違
憲解消に二年の猶予期間を設ける、③同性カッ
プルに婚姻の自由を保障するためにいかなる
法形式を採るかは、立法裁量に委ねられる、
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④二年以内に立法措置が採られなかった場合
は、現行法により同性カップルは結婚登記を成
しうる、という四点にまとめている（189頁）。
　婚姻の自由を保障するかどうかは本来、立
法院が立法で対応すべき問題である。にもか
かわらず、立法ないし法改正による決着がいつ
になるか見通せないこと、またそれが申請者の
重要な基本権の保障にかかわる案件であるこ
とを踏まえたために、司法院大法官は憲法解
釈を下し、同性間の婚姻についての規定が欠
けているという立法の不作為を違憲と判断した
のである。その一方で、性別を同じくする両名
に永続的結合関係を成立させていないのは、
憲法に列記する性的指向による差別禁止とい
う趣旨に反しており、差別的扱いである。さら
に、生殖により後代を延続させるという機能が
そもそも異性婚でも不可欠の要素ではないた
め、同性カップルが自然生殖できないことを理
由に結婚させないとすれば、それは合理性を欠
く差別的扱いとなる（190-196頁）。しかしな
がら、大法官のこの憲法解釈は、民法の婚姻に
関する章において性別を同じくする両名に永
続的結合関係を成立させていないことが、憲法
に反するという解釈を行っているに過ぎず、嫡
出推定、親族関係、扶養義務と養子縁組などの
規定の変更には及ばない。それについて著者
は、異性婚姻との違いが残されている、と指摘
する。
　第10章は、大法官解釈の公表以降、どのよ
うに同性婚を法制化するのかをめぐって、各集
団間で発生した攻防の過程を論じている。大
法官の解釈は、台湾の法秩序において最終的
な法的決定である。従って解釈の公表の以降、
主要な論争の場は同性婚法を認めるかどうか
から、それを民法改正によるのか、それとも特

7 国民投票は、①「民法婚姻を男女に限定する」、②「同性愛教育を実施しない」、③「特別法による同性カップル保障」、④「民
法による同性婚を法定する」と⑤「同性愛教育を実施する」からなる。
8 国民投票の結果が分かった次第に、この国民投票は最初からやるべきものではないと述べた人がいる。

別法制定によるのかという立法形式の問題へ
と移った。反対派は国民投票を仕掛け、多数
の賛同を得ることで、大法官の解釈を多数決に
よって覆そうとしていた（208頁）。同性婚法の
反対派も賛成派も、それぞれの国民投票の主
文を作成し、全社会で国民の支持を呼び掛け
ていた。結局、2018年11月24日、同性婚法
の形式と同性愛教育の可否に関して、賛成派と
反対派の両方によって提起された合計5項目
の国民投票 7 が実施された。結果として、同性
婚法と同性愛教育の実施に反対する人数が半
数を超え、民法の改正でなく、特別法制定によ
る同性カップルの権利を保障するに賛成する
人数も半数を超えた。このように大法官解釈と
国民投票の結果のねじれた関係が立法化に混
乱をもたらすことになった。この結果を鑑みて、
大法官解釈と国民投票の両方を満足させる法
律を作るための模索が始まったのである。著
者は、この国民投票には果たして民主主義と立
憲主義のどちらを優先すべきかを問う、という
究極的な意味合いがあったと指摘する8。
　第11章は、国民投票以降、同性婚法の実施
をめぐって各勢力団体の主張が飛び交うという
社会実情を踏まえて、同性愛者の権利の実現
の方法を論じている。国民投票で圧倒的な支
持を得て勝利を収めた同性婚反対派は、国民
投票の結果に基づいて特別法の制定を主張し
た。一方で同性婚支持派は、大法官解釈の効
力が憲法と同等であるため、国民投票の結果
は大法官解釈を覆すことができないと主張した

（232頁）。台湾の法体系に鑑み、著者は民法
であれ、特別法であれ同性婚姻は婚姻でなけ
ればならず、同性パートナーなどではあり得な
い、と指摘する。行政機関は、国民投票の結果
を受けて民法改正を断念し、特別法の制定を
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検討し始めていた。結局、行政機関が作成した
「婚姻自由の平等な保護の達成」を明記する
特別法は、ようやく2019年5月24日に、立法
機関の審議を通して成立した。こうして台湾は、
アジアではじめて同性婚を法制化する国／地
域となったのである（248頁）。
　第12章は、台湾の同性婚法の内容と残され
た課題を考察している。台湾の同性婚法には、
婚姻の成立要件、無効と取消の条件、配偶者の
財産相続、法定後見、扶養義務と信教の自由な
どが、異性婚法の要求と同じく扱われる（255-
259頁）。ただし養子縁組の面では、異性愛者
カップルと異なり、同性愛者カップルは他人の
子を養子に迎えることが認められない。本章で
著者は、台湾の同性婚法に残されている課題、
つまり異性婚姻との間で重大な相違について、
①外国籍者との同性婚には国籍による制限が
残っている、②他人の子どもを養子とすること
ができない、③人工生殖法の適用が認められ
ていない、④同性配偶者の血族との間に姻族
関係が生じない、とまとめる（260頁）。
　第13章は、同性婚法が実施され、同性カッ
プル間にも婚姻が成立するようになった台湾社
会では、何が起きており何が起きていないのか
を検証する。内政部戸政司の統計データによ
ると、2019年から2021年末まで、同性婚は登
記件数が結婚総件数の1.94％を占め、離婚件
数が総件数の0.52％を占める（282頁）。著
者はこのデータをもとに、同性婚が異性婚に比
べてことさら不安定であるという結果は出てい
ない、と指摘する。また、行政機関が実施した
世論調査によると、2020年に婚姻平等に賛成
する人数が過半数を超えた9。台湾でのポスト
同性婚時代の社会の論点は、同性カップルの
子育て、高齢同性愛者への支援、トランスジェ
ンダーへの配慮及び性別のさらなる多元化へ

9 2018年に実施された国民投票では同性婚法の反対派は民意の支持を得て勢いづいたが、結局、大法官解釈を覆すこと
はできず、同性婚法が採択された。つまり台湾の同性婚法はある意味で国民多数の意思に抗う形で制定されたのである。

移っていく、と著者はまとめる（293-304頁）。
　終章は、台湾が同性婚法の施行までに辿っ
てきた道にはどのような特徴があるか、またな
ぜ台湾がアジアで最初に同性婚を法制化する
ことに成功したのか、その要因は何であるのか
を論じている。台湾の同性婚法が辿った道を
整理すると、まずは間接民主主義、ついで司法、
それから直接民主主義、最後に仕上げとしてま
た間接民主主義をくぐり抜けて、ようやく成功す
る（309頁）。その一連の過程には、成熟した
民主主義社会で育つ多数の国民は、同性愛者
にも婚姻の権利を与える運動に取り組み、公の
場で婚姻平等を口に出して論じたということで
ある。台湾では、同性婚は性別二元主義と異
性婚主義の打破を目指すジェンダーの問題の
一環に位置づけられ、大きな集約作用と社会
的な説得力を手に入れた（320頁）。最後に著
者は、ジェンダーの問題の政治化の成功、政権
の支持及び中国と異なる存在という台湾ナショ
ナリズムの発展に伴い、台湾がアジアで最初に
同性婚を法制化することに成功した、とまとめ
ている。

2. 本書の意義
　評者は、本書には以下のような二つの意義
があると考える。
　第一の意義は、台湾の同性婚法の実現につ
いて、同性婚を求める運動の始動段階から起
こった出来事を時系列的に丁寧に整理すること
で、台湾の同性婚運動史を初めて詳細的かつ
立体的に明らかにし、欧米諸国と異なる台湾の
貴重な経験を示した点にある。本書は、同性
婚法の実施前に儒教文化の影響を受けた台湾
で、同性愛者が嫌われるという実情を振り返り、
また同性婚法の実施のための攻防にあたり、同
性婚支持派が立法案の提出や国民投票などの
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手段を使い尽くした上で、同性婚法の成立の結
果を迎える歴史を詳しく説明する。
　イレーヌ・テリー（2019）によれば、フランス
社会においては、「結婚が避けることのできな
い社会的義務でも、性に関わる許可と禁止の
主要な基準でも、性別に関わる関係にとっての
超えられない地平でもなくなった」という社会
現象がすでに現れている。従って、「結婚する
かしないか、結婚の枠組から出るか出ないか
は、個人の意識の問題になったのである」10。そ
の論理から考えると、同性愛者が結婚するかし
ないか、また果たしてどのような人間と結婚す
るかは、完全に自身の意思により決定されるよ
うになったのである。換言すれば、フランスで
は婚姻の自由を性別で制限するような法律の
文言は、婚姻当事者の権利を侵害すると考え
られている。このため、自由を原則とする民主
主義社会では容認できず、そのような法律は改
正しなければならない、というのが社会の共通
認識になっている。台湾と異なり、フランスは
2013年に、同性婚法が議会の多数決を経て可
決された。これにより、立法を通して同性婚が
制度化した。
　また陳（2014）は、なぜスペインで同性婚法
が成立するのかに疑問を持ち、その原因を明ら
かにした。スペインはキリスト教の影響が大き
いため、スペイン人の同性愛者はキリスト教義
によって抑圧されていると思われる。しかし陳

（2014）によれば、社会の発展に伴って、キリ
スト教の教義は実際にはスペイン国民、特に若
者の間では遵守されておらず、影響力がますま
す低下するようになった。またスペイン憲法に
よって、政教分離の原則が樹立され、国家の非
宗教化が確立し、宗教による政治的行政への
介入が全面的に禁止されている。それが同性

10 イレーヌ・テリー著、石田久仁子・井上たか子訳『フランスの同性婚と親子関係　ジェンダー平等と結婚・家族の変容』、
明石書店、2019年、115-116頁。
11 陳陽『西班牙同性婚姻合法化研究』、華東政法大学法律史研究科2014年度博士論文、2014年。

婚法の実現に対する宗教の負の影響を大幅に
引き下げた、と陳は指摘する11。結局スペイン
は2005年に、議会で多数決により、同性婚法
を立法化、制度化した。
　これらに対して台湾は、司法、国民投票と議
会立法のすべての過程を経験したが、そのなか
で司法が決定的役割を担った事例である（309
頁）。そして台湾や東アジアにある他の国では、
伝統的な家族制度と倫理を覆せる土壌は整っ
ておらず、むしろ同性愛運動は西側諸国からの
腐敗した文化と見られる向きがある。本書の
著者によれば、こうした社会では、多数決により
制定された法律がマイノリティ集団の権利を制
限するかどうかに関心を寄せ、かつ人権保護の
最後の砦としての役割を担うことを自覚する団
体を見つけることが重要である。台湾の場合
は、その役割を担うのが大法官であった。評者
なりに考えると、東アジアにある他の国におい
て同性婚法を求める運動にも、その役割を担う
団体を見出すのが重要な条件となろう。
　第二の意義は、LGBT に関する法律のタイプ
を分類し、異なる法モデルの下での LGBT への
法の態度を明らかにし、法律面で同性婚法の
実現に対する障碍を提示した点にある。本書
は、LGBT 集団を法律がどのように捉えるのか、
それがどのような影響をもたらしたのかを明ら
かにした。従来の LGBT に関する立法の研究
においては、人権保護の面を強調し立法の可
能性と形式を検討対象とするものが多いが、法
律自身の立場を掘り下げる研究は見つからな
い。著者によれば、この立場の違いから、LGBT
に関する法律を抑圧モデルと不可視化モデル
に分けることができる（55頁）。
　著者が指摘するように、同性愛者が法律の
規律対象となる西側諸国とは異なり、台湾は同
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性愛者が法的権利の主体として登場したことの
ある公共空間ではなかった。西側諸国におい
て同性愛者は抑圧されており、そうした対象と
して社会が目を向けるという歴史があった。近
代以降、民主と人権の理念が発展するに伴い、
こうした過去があることにより、むしろ同性愛者
の権利保護への転換が起きやすくなる。それ
に対し、同性愛者が社会的に可視化されてお
らず、私的空間に閉じこもって暮らす社会では、
同性愛者の顕在化を遅らせる結果となり、この
ため権利保護への転換が起きていない、とい
うことである（57頁）。台湾では戒厳令の解除
以降、同性愛者が同性婚法を求める活動を続
けている。特に2000年代に入ってから、活動
を組織化したため、同性婚法は実現するように
なった。その点で同性愛者が、自身の主張を
外部へ発信し、自身の存在をカミングアウトし
なければ婚姻平等を実現する見込みはない、
という示唆を同性愛者に提示したことに大きな
意義があると、評者は考える。

3. 本書への疑問点
　以上のように、本書には重要な意義がある
が、同時に以下の二つの疑問点も挙げられる。
　第一に、本書は、同性婚法の実現に向けた
LGBT 集団及び同性婚法の支持派の努力、つ
まり反対派との闘いに挑む歴史を明らかにした
が、LGBT 集団内にある異議への考察が不十分
である。というのも、著者はあくまで同性婚法
の実現を目標とする同性愛者の動向に目を向
けるが、同性愛者の間には権利の実現につい
て異なる方法や意見をもっていた者もいるはず
である。だが、そのような声は本書では取り上
げられていない。

12 田文俊「中国における男性同性愛者をめぐる差別―当事者の人権意識を中心に―」、『言語・地域文化研究（東京外
国語大学）』第29号、2023年、341-355頁。
13 台湾において同性婚法の導入に伴い、パートナーシップ注記が廃止されるようになった。台湾の民法によると、身分証明
カードの裏には配偶者の氏名が記入される。すなわち婚姻関係を結べば、身分証明カードで自動的に配偶者名が印字され
る。従って、同性婚法を利用したら、結婚相手が同性であることを第三者に知られる可能性は高いとされる。

　評者は同性愛者の権利を追求するための集
団の運動に対して、東アジアの同性愛者自身が
どのような態度を取っているのかを明らかにす
るために、2021年に中国大陸の男性同性愛者
を調査の対象として、半構造化インタビュー調
査を行った12。調査の結果として、社会における
同性愛者への抑圧や結婚と出産の圧力に向き
合う際、一部の男性同性愛者は自身の能力の
限界を感じており、私的な人生にしか関心を払
わず、異性愛者の態度を変えることも求めず、
同性愛者の権利を積極的に争わないというこ
とが明らかになった。中国のインターネットを
見ていると、同性愛者の発言傾向として、性的
マイノリティの権利を追求する意見が主流に見
える。しかし評者が同性愛者に対して個別に
現実の生活に即した権利に関わる質問をする
と、彼らの回答はネット上とは大きく異なる様
相を呈していた。したがって、調査の対象の選
定次第では、得られた結果は異なる可能性が
ある。
　本書が LGBT 集団内において考察の対象と
して取り上げるのは、同性婚法の支持派が中心
となっている。しかしながら、台湾では同性婚
法に反対する同性愛者はどのような理由を持
つのか、彼らは同性婚法の推進にどのような影
響を与えたのか、また同性婚を否定する彼らの
権利をどのように保障するのかという点に留意
が必要である13。評者は同性愛者という身分の
暴露を恐れる同性愛者を研究の対象としてい
ないことに限り、それが本書の限界だと考えて
いる。同性婚の法制化時代に入る台湾にとっ
て、同性愛者の実態を更に精確に把握し、同性
愛者の内部にある異なる主張を尊重し、同性
婚法に残されている諸課題を解決し、同性婚法
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の枠組みを改善することが期待されている。
　第二に、本書が示した同性婚法を求める論
理の説明には、説得力を欠く面がある。著者は、
同性婚を合法化すべきと主張しており、その根
拠として「民法が異性婚姻のみを保護すること
は憲法が規定する自由という人権に反する」と
いう理由を挙げる。すなわち、国が同性婚の承
認を拒否することは、国の公権力が個人の自由
と人権を侵害したことになる。
　しかし一方で、呉（2015）によれば、同性の
間の結合を民法が認める法的関係としようとす
るには、婚姻そのものが市民社会の公共的事
務に属するのか、あるいは個人の私的領域の
プライバシー的空間に属するものなのかという
問題がある14。前者に属するなら、国民全体は
討論に参加する余地があるので、公共社会の
全体から考えれば、マイノリティ集団は弱い立
場に立つことになる。後者に属するなら、憲法
の自由権に立脚しており、プライバシーの尊重
を呼び掛ける同性婚の支持派は、論理が矛盾
するようになる。なぜならば、国の公権力が個
人のプライバシーを侵害することを主張して合
法化を求める行動は、すなわち公共性の承認
にほかならないからである。また社会的発展
の歴史から見ると、婚姻と公共社会との関係が
全く存在しない、という主張の証拠はほとんど
見当たらない。したがって、国民投票でなく大
法官の解釈と特別法の制定を通して同性婚を
法制化する台湾は、同性婚運動において原理
の混乱に陥っているように見える。著者は台湾
の法制度の仕組みの一つとして、多数決によっ
ても否定できないマイノリティ集団の人権は大
法官が守るということを高く評価する。しかし
人権の保護という理由以外に、なぜ同性愛者
への婚姻権の付与が必要であるのかを深く掘

14 呉煜宗「台湾における同性愛者の婚姻問題に対する法的対応」、『2015年度福岡大学法科大学院・国際シンポジウム』、
883-890頁、2015年。
15 西日本新聞（https://www.nishinippon.co.jp/item/n/767058/ 最終アクセス日：2022年09月06日）

り下げてはいない。異性愛者を含めたより広
範な社会的支持を確立するために、それは同
性愛者への保護に関して見過ごせない問題で
ある。

4. 中国の同性婚法制化への示唆
　次に、台湾の経験を評者が研究対象とする
中国の同性婚運動に適用することができるの
か、を考えてみたい。この考察にあたって評者
が着目するのは、一連の運動における台湾の
政権の役割である。
　同性婚運動に台湾の政権がどのような役割
を果たしたのかを整理すると、婚姻平等を支持
する態度を政権が明確に示すことに大きな意
義があったと評者は考えている。蔡英文が婚
姻平等を支持し、彼女が主席を務めていた民
進党が立法院で過半数を占めていたという政
治の現実は、同性婚法を可能とした背景の一
つであるということを本書は明らかにした（319
頁）。具体的に言えば、性別平等教育法の実施、
同性愛者向けのパートナーシップ制度の導入、
大法官の任命などは、同性婚法の実現まで同
性愛者の権利を守りながら、同性愛者に対して
より生きやすい環境を創ったとされている。要
するに、政権の支持は、同性婚法が実現する重
要な条件である。
　一方、中国政府は性的少数者を統制の対象
とするために、中国の同性愛者は社会で抑圧
されており、自分の心に従って暮らすことが難
しい。例えば、中国政府はサイトの運営会社を
通じてインターネット上の取り締まりを強化し
た。2021年7月には、中国で性的少数者向け
の SNS アカウントが一斉に閉鎖された。これ
は中国政府の指導の結果と考えられ、インター
ネット上で抗議や議論を引き起こした15。また
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中国政府が主導する教育システムにおいても、
ジェンダー教育が軽視され、同性愛者に関す
る教育が足りないことが問題視されている。胡

（2012）が行った大学生939名を対象とした
アンケート調査によると、70% を超える調査の
回答者が同性愛に関する教育を受けておらず、
45% を超える回答者が同性間で性行為をすれ
ばエイズを患うと答えた、という結果が出てき
た16。このように、中国ではジェンダー教育の欠
如によって、同性愛が正当に扱われていない。
多様な性に対する中国政府の不寛容な態度は
一貫している。
　いっぽう中国と異なり、台湾の政権は同性愛
者の保護に取り組んできたように見える。中国
政府がマイノリティ集団の利益に関心を寄せ、
調和の取れる環境を創るという役割を果敢に
履行するとしたら、中国では同性愛者の保護に
は進歩を遂げると評者は考えている。とはいえ、
同性愛者が政権の支持を得るのは、必ずしも
容易ではない。著者が指摘するように、「婚姻
平等の実現という成果は、血みどろの闘争の末
に勝ち取られたものであり、権力者からのお恵
みでも、天から降ってきた偶然でもないというこ
とである」（323頁）。しかし今の中国では、同
性愛者の意見を外部のマジョリティ集団に伝え
られる社会の制度があるのかは疑わしい。
　評者がさらに気になるのは、中国では同性
愛者自身がそもそも自分の意見を外部へ発信
していないという点である。郭（2019）が実施
した LGBT 751名を対象としたアンケート調査
によると、汚いあだ名を付けられていた回答者
は40.9% もおり、言葉による侮辱を受けた回答
者は34.6%、クラスメートに仲間外れになって
いた者は21.9%、さらに、身体侵害を受けた者
は6% いた17。また人民網（2013）の記事による

16 胡均「対我国当前大学生同性恋性観念的調査分析与教育対策」、中南大学マルクス主義理論研究科2012年度修士論
文、2012年。
17 郭凌風「性少数群体校園暴力与欺凌的危険和保護因子」、『中国学校衛生』40-1、2019年。

と、性的指向を理由に職場でパワハラを受けた
という事例がある。張（2019）によれば、現在
の中国には男性同性愛者は「変質者」「親不
孝」などと言われており、周囲から咎められてい
るという（張 2019：113-115）。劉（2022）に
よれば、中国社会におけるセクシャルマイノリ
ティへの理解不足によって、彼らは社会的な不
利益を被っている。またこのような不利益を受
けた事例は、セクシャルマイノリティに対する理
解の乏しさを表す一側面であり、カミングアウト
を行うハードルをさらに高く困難なものにして
いると指摘されている（劉 2022：95）。そこで、
どのように性的指向を隠すのか、どのように異
性愛者の差別を避けるのか、そしてどのような
対策でその意図を実現させようとするのかが、
一部の同性愛者に突きつけられる問題となる。
公的空間で自身の存在を現すより、むしろ私的
空間に閉じこもって暮らすのが中国の同性愛者
にとっては得策である。しかし、中国の同性愛
者は台湾の経験を学んで、自身の主張を外部
へ発信し、権利を保障するための法の生成の
活動を組織しなければ、同性愛者を包摂する
社会の到来は遠い。

おわりに
　本書は台湾の同性婚法の誕生の過程を詳細
に考察し、同性愛者がどのように権利を追求し
たのかを分析している。本書は、これまでほと
んど研究されていなかった東アジア諸国におけ
るジェンダー問題の政治化を取り上げ、法律に
よる同性愛者の不可視化を変え、自分の態度
をマジョリティ集団に見せるようにした政府と
同性愛者の努力を論述し、またその過程におい
て欧米からの示唆と異なる台湾の経験を示し
た。具体的に言えば、台湾の同性婚法の実現

アジアにおける同性婚法の可能性
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には、公的空間における性別問題の政治化、政
権の支持及び中国との差異を際立たせる台湾
のナショナリズムが寄与していた、とまとめるこ
とができる。著者の同性婚法の経緯の分析は、
同性婚法の実現に留まらず、ポスト同性婚時代
の課題も提示しており、同性愛者への権利保護
の着目点を全面的に捉える上で重要な示唆を
与えるものである。
　本書は台湾の法律や同性愛者を主な観察対
象として取り上げているが、同性婚法の実現を
目的とする東アジアの他の国々にも参考になる
ものである。実際、評者の研究テーマである中
国の同性婚法の実現の問題に対して、本書は
多くの新しい知見や考慮すべき点を提示する
ものであった。本書は現地の同性愛者の当事
者を研究対象として本音を掘り下げ、台湾の同
性婚法の実現を研究し、当該研究分野に新し
い道筋を作り、台湾の同性婚姻運動史を詳細
に描き出す貴重な一冊である。

田　文俊
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